
    地域 

項目 
  西 脇 市 （開発指導要綱） 

適用範囲 １.開発区域面積（同一事業者（事業を引き継いだ者を含む）が宅地造成事業の開始後２年以内に隣接地において宅地造成事業 

を行う場合は、それぞれの面積を合算した面積）が１０００㎡以上の宅地造成事業。                         

２.戸数８戸（共同住宅又は連続式住宅の場合は１２戸）以上の住宅の建築事業。    

３.住宅以外の建築物の建築事業で、延べ面積が１０００㎡以上又は敷地面積が３０００㎡以上のもの。 

宅地事業計画 １戸建住宅の１区画当たり敷地面積 

（１）第一種低層住専地域  最低１５０㎡以上 

（２）第一種中高層・第二種中高層住専地域  最低１３０㎡以上 

（３）市街化区域（第一種低層住専地域、第一種中高層・第二種中高層住専地域を除く） 最低１００㎡かつ平均１３０㎡ 

（４）その他の地域  最低１５０㎡以上    

協議・協定 １.都市計画法、建築基準法その他関係法令の規定に基づき、開発事業に関する確認、許認可申請又は協議をする場合はあらか 

じめ市長および教育委員会並びに関係機関と協議すること。                                               

２.１ha 以上の規模の開発事業を施行する事業者は、兵庫県開発事業に係る防災工事の施行の確保に関する要綱に基づき防災協 

定について協議すること。                                                                             

３.１ha 以上の開発事業の宅地又は住宅の分譲は、建築基準法第６９条の規定に基づく西脇市建築協定条例による建築協定を締 

結すること。                                                                                         

４.工事内容及び敷地境界等必要な事項について、事前に開発区域の周辺に居住し、又は権利を有する者と協議し、紛争が生じ 

ないよう努め、紛争が生じたときは、事業者において解決すること。                                       

５.２０ha 以上又は３００戸以上の開発事業の場合は、あらかじめ関係交通機関と協議すること。   

公共・公益施

設の負担    

１.開発事業に伴い新設又は改良を必要とする公共施設は、自己負担で整備すること。                               

２.開発事業の規模に応じ、開発区域内に単独設置する必要と決定された公益施設用地を市が指定する位置に確保し、無償で譲 

渡すること。                                                                                         

３.公益施設は、市長と協議のうえ、事業者において建設し、市に譲渡するものとし、譲渡価格、譲渡方法等は別途協議する。 

４.公共用地のうち新たに設置される道路、排水路、公園、消防施設等の用地は、事業者自ら管理するものを除き、市に帰属す 

るものとする。                                                                                       

５.上水道施設用地は前項に準じて水道事業管理者に帰属するものとし、教育施設、その他の公益施設用地は、施設管理者と協 

議のうえ無償で譲渡すること。                   
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道 路 １.開発区域内の道路及び開発区域への接続道路は、技術基準別表第５の規定により整備すること。                   

２.開発区域又はその周辺地域に既設の市道等（農道を含む）がある場合、当該市道等の管理者と協議のうえ、自己責任でその 

機能を確保すること。                                                                                 

３.開発区域内に都市計画道路の新設又は改良計画が予定されている場合は、当該道路の用地を確保すること。    

公 園 ０.３ha 以上の開発事業の場合は、技術基準別表第６の規定による公園を設置すること。住宅以外の用途で開発区域内に公園

を設置することが困難又は不適当と市長が認めたときは、開発区域の１０％以上の緑地をこれに代えることができる。   

上・下水

道 

１.上水道の給水区域内の開発事業の場合、上水道が当該開発区域内へ給水するに必要な本管新設工事及び布設替工事に要する 

費用を負担すること。                                   

２.給水区域外で開発事業をする場合は、自己責任で開発区域への給水に必要な源水を確保すること。                 

３.排水施設は、技術基準別表第７の規定により、開発区域の規模、地形、降水量、予定建築物の用途、区域内計画人口等から 

想定される量の雨水及び汚水を支障なく排除できるよう整備すること。汚水と雨水と別々の施設により排除する分流式を原 

則とする。              

消防施設 北はりま消防本部が定める開発行為に伴う消防水利の指導基準及び処理要領の規定により必要な消火栓、防火水槽等を設置

すること。   

教育施設  

し尿処理

施設 

 

公害対策  

文化財の保護 １.埋蔵文化財包蔵地及びその周辺地域において開発事業をする場合は、あらかじめ教育委員会と協議すること。       

２.埋蔵文化財を発見したときは、直ちに工事を中止し、教育委員会の指示を受けること。                           

３.教育委員会が必要と認めたときは、埋蔵文化財を包蔵する用地の確保に協力すること。この場合、当該用地は市と協議のう 

え、公園等の一部に充てることができる。 

その他の措置 １.共同住宅又は連続式住宅を建築する場合は、計画戸数の５０％に相当する数以上を保管できる駐車場を設置すること 

２.物品販売業を営む店舗及び娯楽施設等の建築物を建築する場合は、延べ床面積４０㎡当たり１台の割合以上の駐車場を設置 

すること。                                                                                           

３.店舗、事務所及び工場等を建築する場合は、延べ床面積６０㎡当たり１台の割合以上の駐車場を設置すること。     

施行改正年月

日 

平成 23 年 4 月 1 日制定 

 


